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■対日投資誘致実績（2017年度）

１．ジェトロの活動実績

投資プロジェクト支援件数 1,741件

誘致成功件数 193件

うち大型件数 15件

■対日投資誘致実績の推移
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JD.com（中国）

電子商取引（越境EC）

• 「遠隔集中治療患者管理プログラム」により、専門チーム（専門医
x1、専門看護師x1、医療事務x１）1つで49ベッドをサポート。

• 400万人の患者データ（米国実績）を活用し、効果的な対処法を導出。

フィリップス（オランダ）

医療 / 研究開発
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• 日本製品の調達と日本企業との直接取引強化のため、東京に日本法
人を設立。

• 物流大手のヤマトグローバルロジスティクスジャパンとの業務提携
により、日本の生鮮食品の中国への販売を計画。

■最近の支援事例

• 米国最大級のスタートアップアクセラレーター兼投資家。
• 日本の大手企業をパートナーに、日本のスタートアップ企業向けに

支援プログラムを提供。

プラグ アンド プレイ（米国）
アクセラレーター



 ジェトロの専任担当者「外国企業パーソナルアドバイザー」が、1,042社（2018年3月）をフォローし、投資プロジェ
クトや操業上の課題などを聴取。

 関係省庁の協力を得て、外国企業のニーズの高いビジネス・政策情報10分野について、英語でレポートやハンドブッ
クを作成し、ジェトロのウェブサイトで発信。

英語情報発信 具体例

〇2017年度、当該ウェブサイトの閲覧数は約40万アクセス。
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外国企業パーソナルアドバイザー（ＰＡ）
個別案件を支援
規制や手続きの改善・明確化要望を政府へ提言
自治体との連携

ライフサイエンス 環境・エネルギー

観光 製造インフラ

ICT

サービス

査証(ビザ) 人事・労務登記 税務

２．外国企業パーソナルアドバイザー制

○欧州 工具メーカー
複数の銀行から法人口座の開設を断られた。PAが仲介し、1週間
で口座を開設。

○アジア ＩＴ・情報通信
日本で人材を募集したところ、日本語の履歴書が理解できず苦
慮。PAが応募者の履歴書を一緒に確認、人材選考を支援。

相談対応 具体例

現
状

要
望

コワーキングスペースで日本法人等を立ち上げ、
事業をスタートしたい。それにより初期コストを
抑えることもできる。

外国人起業家や日本法人代表等の外国人が「経
営・管理」の在留資格を申請する際、コワーキン
グスペース等は事業所要件に適合せず、発給が認
められない。

ジェトロの審査を通過し、ジェトロの支援を受け
ている外国企業の日本法人・支店の外国人経営者
については、特例として、一定の条件を満たすコ
ワーキングスペース等を事業所とした場合でも、
起業時から一定期間「経営・管理」の在留資格を
発給することを早急（今夏目途）に認めてほし
い。

規制等の明確化ニーズがある例

外
国
企
業

の
ニ
ー
ズ
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 地域への対日投資のさらなる拡大を目指し、地方自治体の取り組み支援を強化。誘致戦略策定から進
出企業のフォローアップまでトータルに支援。

 Regional Business Conference(RBC)プロジェクトを通じて、外国企業の招聘やビジネスマッチング
を実施し、地域への確実な着地につなげる。
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３．地域への呼び込み強化

■ジェトロと自治体との取り組み

• ロボット産業の振興により地元製造業のさらなる高度化
を図る神奈川県・相模原市と、ドイツ・中国・韓国の有
望企業を発掘し、招聘。

• 招聘企業が、県内に拠点を設立。

• 製造業が集積する日立市への誘致に向けて、「インダス
トリー4.0」関連ソフトウェアを開発しているドイツ企
業を茨城県・日立市と発掘し、招聘。

• 進出の検討をしていた当該企業が、県内に拠点設立を決
定。

 地方自治体、地方経済産業局、ジェトロ
貿易情報センターが連携し、イベントを
組成。

① 有力外国企業を地域に招聘し、対日投
資セミナー等を開催

② 首長等によるトップセールスを実施
③ 地元大学や中小企業等とのマッチング
によるパートナー探し

■ Regional Business
Conference(RBC)

2018年度採択プロジェクト

・ 福島県 × 「医療機器」
・ 茨城県 × 「研究開発」
・ 大阪市 × 「スタートアップ」
・ 福岡県 × 「IoT」

Regional 
Business 

Conference 
in 地域！

• 海洋再生エネルギー分野において、長崎県等の海外交流
を支援。

• 交流してきたアイルランド企業が、地元企業を中心とす
るコンソーシアムに参画し、五島沖の海底で世界最大級
の潮流発電の実証実験に取り組む。

事例①

事例③

事例②

神奈川

茨城

長崎
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